研修出張様式５


研修報告書

	所　　属　　南山苑　　　　　　　　　職　種　　　　　氏　名　　小向由紀

	期　　間　　平成　２８　年　9月　27日　

	出張目的　福祉サービス苦情解決関係者等研修会

	出 張 先　リンクモア平安閣市民ホール

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


＜全体考察＞
「苦情解決」とは一体どのようなことをするのか。昨年家族から多くの「苦情」を受け対応してきたため、本来どう対応することが望ましいのか、を学習したくこの研修会へ参加した。講義の中では、福祉サービスの中では苦情は年々増加傾向にあるとのこと。またその多くはクレーマーであることも話されていた。クレーマー的要素の強い苦情に対応するためにもしっかりとした苦情解決のためのしくみを確立しておくことが重要だと感じた。また、もちろん日頃からの職員・利用者（家族も）の信頼関係を構築しておくことが重要である。日常の声掛けなど職員の接遇の改善により苦情の減少ははっきりと報告されている。当施設でも昨年の苦情の根本には職員と家族の関係の希薄さがあった。やはり接遇と同時に職員による家族へのアプローチも重要になってくる。肝に銘じていきたい。
県運営適正化委員会・・その名を聞いたことはあったが、実際にここへ苦情を申し立て、対応をしたケースは当法人の高齢領域では、ここ３年に関してはない。施設または行政への申し立てがほとんどである。しかし、この委員会にも申し立てをすることは可能で、委員会の中にも苦情解決のための部会が存在しているがあまり知られていない現状である。事業所側でも様々な苦情解決のための組織が存在することを理解し、活用していくことも必要である。

＜研修要旨＞
Ⅰ講義「福祉サービスの質の向上を求めて」～苦情解決事業と第三者評価事業の連携～
講師：弘前医療福祉大学短期大学救急救命学科　教授　大和田　猛氏
　　　（青森県福祉サービス第三者評価推進委員会委員長）
　配布資料を基に講義。最近の福祉サービスにおける苦情の内容や数についてのお話あり。また、再三者評価事業についての説明や利用する効果などについても講演されている。
　苦情の中でも多いのは職員の接遇である。第三者評価を受けることで接遇の向上が見られ、苦情が減ったと感じる事業所も多い。
＜考察＞

大学の教授であるため、最近の介護業界の人材不足の話題もでて、大学自体の応募もなかなかない現状であるとのこと。近年救急救命士を取得するが消防官になれず、やむなく介護の世界に入り学ぶスタッフが増加しているとのこと。川崎での有料老人ホームでの殺人事件の容疑者も同様である。人材不足だけではなく質の低下も著しい中での、サービスの質の維持は困難な状況である。その質の向上のために、行政による実地指導だけではなく第三者評価を受け、客観的な評価を受け質の向上に繋がるのではないかと考える。また受けることにより職員自身の意識の変化にもつながり、接遇面での向上に繋がる効果も期待できる。
Ⅱ参加型事例検討会
司会進行：青森県運営適正化委員会　苦情解決部会　部会長　木村　隆次氏
助言者　：　　　　　　　　　　　　委員長　　　　　　　　沼田　徹氏（弁護士）
　　　　　　　　　　　　　　　　　苦情解決部会　委員　　藤林　正雄氏（青森大学　教授）
1 事例1　高齢者福祉サービス
・申し出人：利用者の娘・匿名
・苦情内容：グループホーム内で転倒し右大腿部を骨折したが、病院に連れて行かず放置していた。状況を確認してほしい。
・その他　：匿名希望で調査の結果の報告も不要とのこと
上記情報を踏まえ、部会として調査に入る前に事業所へ確認したい情報は何かグループで検討し発表。その後助言者より、「謝罪」に関しての助言あり。謝罪することで全ての責任を認めることになるため、安易に謝罪はしない、という考え方を持っている方もいると思うが、そのことにより関係が上手くいかない場合もある。施設の責任を問われるのはあくまでも「過失」が認められる場合のみである。しかし、予見可能な事故への対応は求められるので判断が難しい。このケースはその後事業所と家族の話し合いが行われることになり、対応は終結している。
2 事例2　障がい福士サービス
・申し出人：利用者本人
・苦情内容：事業所内でみんなに無視されている。挨拶・会話に入れてもらえない
・その他　：就労継続支援Ａ型事業所利用
上記内容を踏まえ、部会として事業所へ確認したい内容をグループで協議し発表。
その後次の展開へ進む。

このケースは最初の本人からの連絡があった以降、４回の電話連絡があり相談内容も、「事業所を変える」と話したりしていたが、自身で事業所に確認してほしい内容を３項目書面にするなど二転三転している。本人は統合失調症で服薬を自己調整（減量）していた。
部会は事業所調査を行い、本人からの質問３項目に対する回答書を受け取る。事業所と本人・家族の面談の中で、本人は攻撃的姿勢が強く話し合いにならない。本人への声掛けを本人が拒否している、状況であることを確認。
今後の部会の本人への対応をグループで検討し、発表。
この事例はまだ対応中。対応の中でも本人が攻撃的な姿勢になることが多い。今後部会、事業所、相談事業所、家族と連携し受診等を含め本人を支援していく。
助言者より。統合失調症の方は経済的な不安要素が強くなると病状が悪化するケースが多い。病状の裏にある本人の不安を探っていくことも必要となる。
＜考察＞

事業所でもなく、行政でもない立場での苦情解決とはどうあるべきか。利用者側からの申し立てをうのみにせず、まずは事業所側に聞き取りなどの情報収集を行う必要がある。その際にどんな情報が必要か、は綿密に準備をしなければならない。無計画で臨むと必要な情報を得られずに終わり、その為に正しい方向へ向かう事が出来ない場合もある。高齢・障がいのどちらも年々苦情は増えるだけではなく、内容も利用者本人によるものも増加している。また、単に苦情の解決のみではなく本人の環境への配慮や病状の考慮などが必要で、委員会だけではなく家族、事業所などが連携して解決への取り組みや本人への支援を行わなければならない。
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